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1.はじめに 

 1995 年の兵庫県南部地震以後、断層モデルによる強震

動予測手法に関する研究が精力的に進められており、こ

の成果をうけて、広域における地震防災戦略立案のため

の地震動予測が中央防災会議 1)や地震調査研究推進本部
2)及び各自治体で実施されはじめている。これら一つ一

つの地震動予測結果は、地震動予測時の各種パラメータ

に大きく左右され、防災計画立案時にはそれらパラメー

タの選定法が大変重要になることが知られている。たと

えば、建物の性能設計に用いるための各種パラメータの

検討 3)や、被害分布に着目しパラメータによる不確定性

を含めた地震防災計画策定指針に関する研究 4)など、単

一または複数の地震動予測結果の扱い方に関する研究は

徐々に行われてきている。しかし当該地域において複数

の地震動予測結果がある場合、一般には地震防災計画立

案に際し自治体は、これらのうち一つの地震動予測結果

のみを地域防災計画の拠り所にしている場合が多く、想

定地震とは地震動分布の特徴の異なる地震が発生すると、

防災計画が有効に働かないことが危惧される。これを避

けるためには、既往の地震予測結果すべてを使用し、そ

れぞれに対する地域防災計画を複数立案するには被害想

定に多大な時間・資金・労力を必要とするため、できれ

ば当該地域にとり重要と思われる地震動を絞り込むこと

が望まれる。そこで、本論では名古屋市を検討エリアと

し、各種機関から作成された地震動予測結果を用い、地

震動分布をパターン化し絞り込みを行うことで、自治体

が想定すべき地震動の選定を防災戦略的に行い、当該地

域にとりターゲットとすべき重要な地震を絞り込む手法

について考察する。 
 
2．名古屋市における地震動想定結果 

 名古屋市を想定範囲に含む地震動予測結果のすべてを

入手するのは不可能であるため、本論では当研究室にて

入手した中央防災会議作成の中部圏・近畿圏の内陸地震

の震度分布 1)、愛知県作成の地震動予測結果 5)、岐阜大

作成の地震動予測結果 6)の41の地震動予測結果を用いる。

作成機関と想定地震を表 1 に示す。 
 
3.名古屋市における高影響地震の抽出 

 (1)地震動想定結果の調整と DB 化 
 3つの機関によって作成された 41種類の地震動予測結 
 

表 1 作成機関と想定地震 
作成機関 地震番号 地震名

1 猿投－高浜断層

2 加木屋断層

3 布引山地東緑断層帯東部

4 名古屋直下M6

5 四日市－桑名－養老断層

6 花折断層帯

7 中央断層帯

8 伊那谷断層帯

9 清内路峠断層

10 木曽山脈西縁断層帯主部震度

11 佐見断層帯

12 白川断層帯

13 赤河断層帯

14 恵那山猿投山北断層

15 武儀川断層

16 伊勢湾断層帯主部

17 白子－野間断層

18 養老山地西縁断層帯

19 鈴鹿東縁断層帯震度

20 布引山地東縁断層帯

21 柳ヶ瀬－関が原断層帯

22 鈴鹿西縁断層帯

23 頓宮断層

24 名張断層帯

25 大鳥居断層帯

26 湖北山地断層帯北西部

27 琵琶湖西岸断層帯

28 京阪奈丘暁曲断層

29 上林断層震度

30 三峠断層震度

31 山田断層帯主部

32 御所谷断層

33 大阪湾断層帯震度

34 中央構造線断層帯

35 愛知県作成東海地震

36 愛知県作成東南海地震

37 愛知県作成東海・東南海地震

38 養老断層地震

39 岐阜大作成東海地震

40 岐阜大作成東南海地震

41 岐阜大作成東海・東南海地震
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果（震度分布図）は、中央防災会議による地震動予測は

1km×1km メッシュで作成されており、愛知県と岐阜大

によって行われた地震動予測は 500m×500m メッシュで

作成されている。そこで、愛知県と岐阜大の地震動予測

結果を 1km×1km に揃え、メッシュ内の最大震度を採用

することで統一化した。 
 また、地震動の影響を死者数で代表指標化することと

し、関連の DB を以下のように整理した。 
①名古屋市を 1km×1km で区切った各メッシュの人口は

平成 12 年国勢調査を用いる。 
②上記メッシュには 41 の想定地震により計算された震

度を対応させる。 
 
 (2)クラスター分析を用いた 41 想定地震の分類 
 41 ある地震動予測結果は、各機関がおのおの個別に行

った予測であり、断層の位置や用いたパラメータは異な

っている。そのため、当然震度分布は異なる。また、人々

が住んでいる地域も均一に広がっていないため、同一程

度の規模の地震でも名古屋市がうける影響は異なってく

る。そこで、似たものどおしをグルーピングするクラス

ター分析を用いて、影響度の異なる地震を選別すること

を試みる。クラスター分析とは、対象間の距離を定義し

て、距離の長さによって対象を分類する方法である。こ

こでは距離として、名古屋市内におけるそれぞれの地震

の影響度をとる。影響度はメッシュ内で発生する死者数

を擬似的に再現できるよう、震度分布にそのメッシュ内

の人口で重みを付けたものを距離とする。クラスター分

析の流れを簡易的に記述すると以下となる。 
①個々の対象間の近似の程度をはかるための距離、及び

クラスターとして併合する際の距離を決める。 
②個々の対象間の距離をすべて計算し、距離が最小とな

る対象を統合してクラスターとする。 
③新しく形成されたクラスターと対象間の距離をすべて

計算し、対象間の距離のうち最小値をとる対象どうし

を統合する。これらすべてのクラスターが統合される

まで繰り返す。 
④クラスターの統合過程を示すデンドログラム（樹形図）

を描き適当な距離で切断することによりいくつかのグ

ループに分ける。各グループに含まれる対象を調べ、

グループの特徴を把握する。 
クラスター分析にはいくつかの手法が提案されており、

用いるクラスター間距離によって手法定義されているが、

ここでは鎖効果がおきにくい Ward 法を用いることとす

る。Ward 法を前章(1)で作成した DB に適用すると、地震

t と地震 k 間の距離 dtkは、全メッシュ数を n とし、非類

似係数を d(t,k)とすると、式(1)のように与えられる。 
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非類似係数の算出に当たっては、地震が各メッシュに与

える震度の違いを基本距離とし、死者分布に関わるメッ

シュ内人口による重みつきユークリッド距離を用いるこ

ととする。地震 t と地震 k の非類似性はメッシュ i におけ

る人口を Pi、メッシュ i における地震 t の震度を It、メ

ッシュ i における地震 k の震度を Ik とすると式(2)のよう

に与えられる。 
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この dtkを 41 地震すべてで算出し、二つの地震の距離が

最小のものから統合し、その統合過程を樹形図で記述す

ることで 41 地震を分類する。 
 
(3)名古屋市を対象とした 41 地震の分類結果 
 名古屋市における 41 の地震予測結果をメッシュで整

理したデータベースを用い、式(1)(2)を用いて解析を行っ

た結果を図 1 に示す。 
図 1 を、太線の部分で切断すると地震動予測は 4 つのク

ラスターに分類される。この樹形図は、人口で重み付け 
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図１ 41 地震の分類結果 



 

 

した非類似性係数を使用して作成しており、上部から

人々が被る震度が高い想定地震がクラスターとして抽出

される。そこで一番震度が高い地震の集合を第一クラス

ターとし、残りを無視する。第一クラスターを図 1 の点

線部で再び分類すると、３つのクラスターに分類される。

この３つのクラスター中、同様に上部に位置する地震が

住人に大きな震度を与える想定地震であり、クラスター

の中で代表的な地震と言うことができる。よってそれぞ

れのクラスターから、猿投－高浜断層、加木屋断層、四

日市－桑名－養老断層を名古屋市の代表的想定地震とす

る。抽出した３地震の震度分布を図 2~4 に示す。猿投－

高浜断層による震度分布は名古屋市の東側に震度 6 強の

エリアが広がっている。加木屋断層では名古屋市の南か

ら南西方向に 6 強から 6 弱のエリアが広がっている。四

日市－桑名－養老断層では西側に 6 弱のエリアが存在し

ている。このように、3 地震において高震度のエリアに

分布上の違いが明確に出ている。また、加木屋断層と同

じクラスターに分類された東海・東南海地震の震度分布

（図 5）を加木屋断層（図３）と比較すると、南から南

西の震度が高いという分布上の共通点が見てとれ、震度

強度でみるなら加木屋断層のほうが大きく、直接被害と

いう観点からは、名古屋市にとり加木屋断層のほうがよ

り影響の大きな地震であることが分かる。 

 
図２ 猿投－高浜断層 

 
図 3 加木屋断層 

4.耐震化戦略への応用 

 選択した３地震の名古屋市に与える影響度の違いを、

それぞれの死者数及びその分布の違いから検討し、選択

の適否を考察する。防災戦略において地域の耐震改修が

地震による死者数の効率的軽減に寄与することが重要で

ある。すなわち現状では次に発生する地震予測が難しい

状況にあることに鑑みるなら、想定地震以外の地震が発

生した場合においても進めている耐震化戦略が死者軽減

に効果を持つことが要求される。そのためには、耐震化

戦略を検討する地震動想定で算出した死者数が現在考え

うる死者数の大半を含むような想定地震であることが望

ましい。この観点より、名古屋市内で木造住居の倒壊に

より発生しうる死者を、各メッシュ 41 地震の最大震度を

用いることで算出したものをベースに、選定された３地

震が死者数及びその分布においてどの程度をカバーして

いるかを検討し、選択の適否を判断する。なお、参考ま

でに名古屋市が現在採用している東海・東南海を想定地

震とした場合の死者数も比較してみる。 
 
(1)死者数の算出方法と使用データ 
筆者らは、時間軸を考慮した耐震化戦略の死者軽減効果

を検討する式を作成し、東海・東南海地震を対象に耐震

改修促進法の効果や損傷度に着目した耐震化戦略の死者 

 
図 4 四日市－桑名－養老断層 

 
図５ 東海東南海連動型地震 



 

 

軽減効果を検討 7)しており、ここで使用した地域死者算 
出式を式(3)に示す。 
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ここに Dn は死者数、x は木造住居の損傷度、y は周辺全

壊率,Dnk(x,y)は戸建の死者発生率、Dnt(x,y)は長屋・共同

の死者発生率、Mf(I,Δx)は木造住居損傷度曝露人口、kf
は木造戸建人口率、tf は長屋共同戸建人口率を示す。 
名古屋市における平成 15 年の住宅土地統計による建

築年代分布と各係数は表２、3 のようになる。（詳細な算

出方法に関しては、参考文献 7 参照） 
 

(2)死者数の比較 
 式(3)を使用し、41 地震による各メッシュの最大死者数

を合計したものと東海・東南海地震の死者数及びクラス

ター分析により決定した 3 地震の死者数との割合を表４

に示す。41 地震での死者数は 1,228 人なのに対し、クラ

スター分析で抽出された 3 想定地震での死者数は 1,160
人と 41 地震の死者数の 94％を含んでいることとなる。

現在の地震防災対策を行う上で想定地震として度々使わ

れている東海・東南海地震での死者の割合は 2％程度で、

最悪状況に比較し 98％の死者を見逃していることにな 
表 2 木造住居の築年代分布 

築年代分布
1950以前 11%
1951 ～1960 8%
1961 ～ 1970 16%
1971 ～ 1980 23%
1981 ～ 1990 20%
1991～ 22%  

表 3 死者算出使用データ 

木造人口 木造戸建人口率木造長屋共同人口率在宅率
使用したデータ 936408 84% 16% 92%  

表 4 死者数の検討結果 
 41 地震 3 想定地震 愛知県作成東海・東南海地震

死者数 1,228 1,160 30 
包含率 100% 94% 2% 

 

図 6 41 地震と 3 地震との震度差 

る。図 6 に各メッシュの全 41 地震による最大震度と選択 
した３地震による震度との差を分布表示したものを示す。

これによれば、名古屋市の南西（港区、中村区）及び北

西（西区）に一部震度で最大 0.3 の差が認められる。41
地震を 3 地震に絞り込んだ結果の過小評価はその程度に

留まり、しかも地域は限定的である。メッシュ数にして、

78.8％は最大震度をカバーしていることが分かり、選択

法の妥当性が確認された。これにより当該地域に有意に

影響し検討すべき地震は、その影響をミスリードするこ

となく大幅に減少することが可能となった。防災戦略上

の有効性は極めて高い。 
 

5.おわりに 

 本論では、多数ある想定地震動を、人口で重み付けを

したクラスター分析で分類することにより、3 つの代表

的な地震に絞り込むことが出来ることを示した。複数の

ハザードマップを机上に置き、この中から当該市域に影

響が大きく、かつ問題を抱える地域を見落とさないため

の対策を効率的かつ効果的に進めていくための、一つの

有力なアプローチであろう。今後は、この選択した想定

地震に対して、早期の死者軽減戦略のあり方を市の保有

資源量の適正配分との関係で検討していく所存である。

また、本論では死者軽減の観点から人口を用いた重み付

けによる地震分類を試みたが、重み付け要素を種々変化

させることで、死者以外の直接－間接被害に高い影響を

与える地震の抽出も可能である。今後の検討課題である。 
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